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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、硬質表面に対して、優れた防汚効果を付与できる洗浄剤組成物
を提供することである。
【解決手段】界面活性剤及びイソプレングリコールを含む洗浄剤組成物を用いて硬質表面
を洗浄することにより、格段に優れた防汚効果を付与できる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有する、洗浄剤組成物。
【請求項２】
　前記界面活性剤が、非イオン性界面活性剤及び／又はカチオン性界面活性剤である、請
求項１に記載の洗浄剤組成物。
【請求項３】
　前記非イオン性界面活性剤が、ポリオキシアルキレンアルキルエーテルである、請求項
２に記載の洗浄剤組成物。
【請求項４】
　前記カチオン性界面活性剤が、第４級アンモニウム塩型界面活性剤である、請求項２に
記載の洗浄剤組成物。
【請求項５】
　トイレ便器の洗浄に使用される、洗浄剤組成物。
【請求項６】
　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有する、硬質表面用のコーティング剤。
【請求項７】
　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有するコーティング剤を、硬質表面に接触
させる、硬質表面の防汚コーティング方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トイレ便器等の硬質表面に対して優れた防汚効果を付与できる洗浄剤組成物
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、トイレの便器等の硬質表面に付着する汚れを除去し、衛生的な環境を作り出すた
めに、様々な洗浄剤組成物が使用されている。例えば、水洗トイレ用の洗浄剤組成物とし
ては、水洗トイレの手洗い部、便器表面、貯水タンク内等に設置することにより、フラッ
シュ水に洗浄剤を溶出できるように設計された洗浄剤組成物が使用されている。しかしな
がら、従来の洗浄剤組成物では、硬質表面に汚垢が付着し難くなる効果（防汚効果）の点
では限界がある。そこで、従来、硬質表面をコーティングすることにより、防汚効果を付
与することが検討されている。
【０００３】
　従来、金属、ガラス、陶器等の硬質表面に対して防汚効果を付与する方法としては、撥
水化処理、及び親水化処理が知られている。
【０００４】
　撥水化処理は、硬質表面に撥水性を付与することにより、水分を含む汚垢を反発させる
ことにより付着し難くすることができる。このような撥水化処理は、衣類、自動車の塗装
面等に広く適用されているが、トイレ便器の撥水処理への使用も検討されている。例えば
、特許文献１には、フッ素系両新媒性物質を使用することによって、トイレ便器を撥水化
処理できることが開示されている。
【０００５】
　一方、親水化処理は、硬質表面に親水性を付与することにより、硬質表面の水に対する
接触角を低下させ、水分を含む汚垢を流れ易くすることにより付着し難くすることができ
る。このような親水化処理は、ガラスや鏡の防曇や帯電防止等に広く適用されているが、
トイレ便器の親水化処理への使用も検討されている。例えば、特許文献２には、特定のア
セチレングリコールのアルキレノキサイド付加物を使用することによって、トイレ便器を
親水化処理できることが開示されている。
【０００６】
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　しかしながら、従来の一般的な硬質表面に対する撥水化処理や親水化処理では、依然と
して十分な防汚効果が得られるとはいえない。特に、汚垢の中でも、糞便は、腸内細菌、
油性物質、親水性物質等が混在しており、他の汚垢とは組成が著しく異なるため、従来の
一般的な硬質表面に対する撥水化処理や親水化処理では、トイレ便器の糞便汚れに対する
防汚効果は十分とはいえない。また、特許文献１及び２では、トイレ便器の表面処理によ
って防汚効果を付与できることが開示されているが、消費者ニーズの高まりに追従するた
めに、防汚効果を向上させた洗浄剤組成物の開発が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－１４４１７７号公報
【特許文献２】特開２００６－３０７１４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、硬質表面に対して、優れた防汚効果を付与できる洗浄剤組成物を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、前記課題を解決すべく鋭意検討を行ったところ、界面活性剤と共にイソプ
レングリコールを含む洗浄剤組成物を用いて硬質表面を洗浄すると、当該洗浄剤組成物に
よって硬質表面がコーティングされ、格段に優れた防汚効果を奏し得ることを見出した。
本発明は、かかる知見に基づいて、更に検討を重ねることにより完成したものである。
【００１０】
　即ち、本発明は、下記に掲げる態様の発明を提供する。
項１．　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有する、洗浄剤組成物。
項２．　前記界面活性剤が、非イオン性界面活性剤及び／又はカチオン性界面活性剤であ
る、項１に記載の洗浄剤組成物。
項３．　前記非イオン性界面活性剤が、ポリオキシアルキレンアルキルエーテルである、
項２に記載の洗浄剤組成物。
項４．　前記カチオン性界面活性剤が、第４級アンモニウム塩型界面活性剤である、項２
に記載の洗浄剤組成物。
項５．　トイレ便器の洗浄に使用される、洗浄剤組成物。
項６．　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有する、硬質表面用のコーティング
剤。
項７．　界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有するコーティング剤を、硬質表面
に接触させる、硬質表面の防汚コーティング方法。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の洗浄剤組成物は、トイレ便器等の硬質表面の洗浄に使用することによって、洗
浄剤組成物によって硬質表面がコーティングされて格段に優れた防汚効果を奏することが
できるので、トイレ便器等の硬質表面を衛生的な状態に保つことが可能になる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
１．洗浄剤組成物
　本発明の洗浄剤組成物は、界面活性剤、及びイソプレングリコールを含有することを特
徴とする。以下、本発明の洗浄剤組成物について詳述する。
【００１３】
［界面活性剤］
　本発明の洗浄剤組成物は、界面活性剤を含有する。本発明の洗浄剤組成物において、界
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面活性剤は、硬質表面に対する洗浄効果付与する役割を担うと共に、後述するイソプレン
グリコールと併用されることにより、硬質表面をコーティングして優れた防汚効果を吸付
与する役割も担っている。
【００１４】
　本発明で使用される界面活性剤の種類については、特に制限されず、非イオン性界面活
性剤、カチオン性界面活性剤、アニオン性界面活性剤、両性イオン性界面活性剤のいずれ
であってもよい。
【００１５】
（非イオン性界面活性剤）
　非イオン性界面活性剤の種類については、特に制限されないが、例えば、ポリオキシア
ルキレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシ
エチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビット脂肪酸エステル、ポ
リグリセリン脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、
ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、プロピレングリコールモノ脂肪酸エステル、ア
ルキル多価アルコールエーテル、ポリオキシアルキレンブロックポリマー、ポリオキシエ
チレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアミン、脂肪酸アルカノ
ールアミド、アシルメチルグルカミド、ポリオキシエチレンアセチレングリコール、ポリ
オキシエチレンラノリン、ポリオキシエチレンラノリンアルコール、ポリオキシエチレン
ヒマシ油、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油、ポリオキシエチレンフィトステロール、ポ
リオキシエチレンコレスタノール、ポリオキシエチレンノニルフェニルホルムアルデヒド
縮合物、アルキルポリグルコシド等が挙げられる。これらの非イオン性界面活性剤は、１
種単独で使用してもよく、また２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００１６】
　これらの非イオン性界面活性剤の中でも、防汚効果をより一層向上させるという観点か
ら、好ましくはポリオキシアルキレンアルキルエーテルが挙げられる。以下、本発明で使
用されるポリオキシアルキレンアルキルエーテルについて説明する。
【００１７】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルとは、ポリオキシアルキレン鎖とアルキル基が
エーテル結合している非イオン性界面活性剤である。
【００１８】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルを構成するポリオキシアルキレン鎖としては、
例えば、ポリオキシエチレン鎖、ポリオキシプロピレン鎖、又はポリオキシエチレンポリ
オキシプロピレン鎖のいずれであってもよい。ポリオキシエチレンポリオキシプロピレン
鎖は、エチレンオキサイドとプロピレンオキサイドがランダム付加されたものであっても
よく、これらがブロック付加されたものであってもよい。
【００１９】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルを構成するポリオキシアルキレン鎖として、好
ましくはポリオキシエチレンポリオキシプロピレン鎖が挙げられる。ポリオキシエチレン
ポリオキシプロピレン鎖におけるポリエチレンオキサイドとポリプロピレンオキサイドと
の平均付加モル数の比率については、特に制限されないが、例えば、ポリプロピレンオキ
サイドの平均付加モル数：ポリエチレンオキサイドの平均付加モル数として、１：０．３
～１５、好ましくは１：０．５～８、更に好ましくは１：１～５が挙げられる。
【００２０】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルを構成するポリオキシアルキレン鎖のアルキレ
ンキサイドの平均付加モル数としては、例えば、３～５０、好ましくは８～４０、更に好
ましくは１０～３０、特に好ましくは１５～２５が挙げられる。
【００２１】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルを構成するアルキル基は、直鎖状又は分岐状の
いずれであってもよい。また、当該アルキル基の炭素数としては、例えば、６～２４、好
ましくは８～１８、更に好ましくは８～１６が挙げられる。
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【００２２】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルとしては、具体的には、ＰＯＥアルキル（Ｃ６
）エーテル、ＰＯＥアルキル（Ｃ１０）エーテル、ＰＯＥアルキル（Ｃ１２）エーテル、
ＰＯＥアルキル（Ｃ１４）エーテル、ＰＯＥアルキル（Ｃ１６）エーテル、ＰＯＥアルキ
ル（Ｃ２０）エーテル、ＰＯＥアルキル（Ｃ２２）エーテル、ＰＯＥアルキル（Ｃ２４）
エーテル、ＰＯＰアルキル（Ｃ６）エーテル、ＰＯＰアルキル（Ｃ１０）エーテル、ＰＯ
Ｐアルキル（Ｃ１２）エーテル、ＰＯＰアルキル（Ｃ１４）エーテル、ＰＯＰアルキル（
Ｃ１６）エーテル、ＰＯＰアルキル（Ｃ２０）エーテル、ＰＯＰアルキル（Ｃ２２）エー
テル、ＰＯＰアルキル（Ｃ２４）エーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ６）エーテル、
ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ１０）エーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ１２）エーテ
ル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ１４）エーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ１６）エ
ーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ２０）エーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ２２
）エーテル、ＰＯＥ・ＰＯＰアルキル（Ｃ２４）エーテル等が挙げられる。ここで、「Ｐ
ＯＥ」はポリオキシエチレン、「ＰＯＰ」はポリオキシプロピレンを示し、括弧書きで記
しているＣの後ろの数値はアルキル基の炭素数を示す。
【００２３】
　本発明で使用されるポリオキシアルキレンアルキルエーテルの好適な例として、ポリオ
キシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル、特に下記一般式（１）に示す化合
物が挙げられる。
【００２４】
【化１】

【００２５】
　一般式（１）において、Ｒ1は、炭素数６～２４、好ましくは８～１８、更に好ましく
は８～１６の直鎖状又は分岐状のアルキル基を示す。
【００２６】
　一般式（１）において、ｎは０～５０、好ましくは０～４０、より好ましくは０～３０
、更に好ましくは０～２５の整数；ｍは０～５０、好ましくは０～４０、より好ましくは
０～３０、更に好ましくは０～２５の整数；且つｎ＋ｍは３～５０、好ましくは８～４０
、より好ましくは１０～３０、更に好ましくは１５～２５を示す。一般式（１）における
ｎ及びｍとして、特に好ましくは、ｎが８～２０、ｍが１～８、且つｎ＋ｍが１２～２４
、最も好ましくはｎが１３～１９、ｍが２～７、且つｎ＋ｍが１８～２２が挙げられる。
【００２７】
　ポリオキシアルキレンアルキルエーテルは、１種の構造のものを単独で使用してもよく
、２種以上の構造のものを組み合わせて使用してもよい。
【００２８】
（カチオン性界面活性剤）
　カチオン性界面活性剤の種類については、特に制限されないが、例えば、第４級アンモ
ニウム塩型界面活性剤、アミドアミン塩型界面活性剤、アミドグアニジン塩型界面活性剤
が挙げられる。
【００２９】
　第４級アンモニウム塩型界面活性剤としては、具体的には、ジヘキシルジメチルアンモ
ニウムメチルサルフェート、ジオクチルジメチルアンモニウムメチルサルフェート、ジデ
シルジメチルアンモニウムメチルサルフェート、ジドデシルジメチルアンモニウムメチル
サルフェート、ジテトラデシルジメチルアンモニウムメチルサルフェート、ジヘキサデシ
ルジメチルアンモニウムメチルサルフェート、ジオクタデシルジメチルアンモニウムメチ
ルサルフェート等のジアルキル（炭素数６～１８）ジアルキル（炭素数１～４）アンモニ
ウムのメチル硫酸塩；塩化ジデシルジメチルアンモニウム等のジアルキル（炭素数６～１
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８）ジアルキル（炭素数１～４）アンモニウムクロライド；塩化セチルトリメチルアンモ
ニウム、塩化ステアリルトリメチルアンモニウム、塩化ジステアリルトリメチルアンモニ
ウム等のアルキル（炭素数１２～２０）トリアルキル（炭素数１～４）アンモニウムクロ
ライド；塩化アルキルジメチルベンジルアンモニウム、塩化セチルピリジニウム、塩化ベ
ンゼトニウム、塩化ベンザルコニウム等が挙げられる。
【００３０】
　アミドアミン塩型界面活性剤としては、具体的には、ステアリン酸ジエチルアミノエチ
ルアミドグルタミン酸塩、ラノリン脂肪酸ジエチルアミノエチルアミドグルタミン酸塩等
が挙げられる。
【００３１】
　アミドグアニジン塩型界面活性剤としては、具体的には、ラウリン酸アミドグアニジン
塩酸塩等が挙げられる。
【００３２】
　これらのカチオン性界面活性剤は、１種単独で使用してもよく、また２種以上を組み合
わせて使用してもよい。
【００３３】
　これらのカチオン性界面活性剤の中でも、防汚効果をより一層向上させるという観点か
ら、好ましくは第４級アンモニウム塩型界面活性剤、更に好ましくはジアルキル（炭素数
６～１８）ジアルキル（炭素数１～４）アンモニウムのメチル硫酸塩、特に好ましくはジ
アルキル（炭素数６～１８）ジメチルアンモニウムのメチル硫酸塩が挙げられる。
【００３４】
（アニオン性界面活性剤）
　アニオン性界面活性剤の種類については、特に制限されないが、例えば、アルキルベン
ゼンスルホン酸塩、アルケニルスルホン酸塩（αオレフィンスルホン酸塩）、アルキルス
ルホ酢酸塩、アルキル硫酸塩、アルカンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、アルキルエーテル
カルボン酸塩、Ｎ－アシルアミン酸塩、高級脂肪酸アミドスルホン酸塩、ポリオキシエチ
レン脂肪酸リン酸エステル塩等が挙げられる。これらのアニオン性界面活性剤は、１種単
独で使用してもよく、また２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００３５】
（両性イオン性界面活性剤）
　両性イオン性界面活性剤の種類については、特に制限されないが、例えば、ベタイン型
両性界面活性剤、アミノ酸型両性界面活性剤、アミンオキシド型両性界面活性剤等が挙げ
られる。これらの両性界面活性剤は、１種単独で使用してもよく、また２種以上を組み合
わせて使用してもよい。
【００３６】
（好適な界面活性剤・界面活性剤の含有量）
　本発明の洗浄剤組成物において、界面活性剤は１種単独で使用してもよく、２種以上を
組み合わせて使用してもよい。
【００３７】
　界面活性剤の中でも、防汚効果をより一層向上させるという観点から、好ましくは非イ
オン性界面活性剤が挙げられる。
【００３８】
　また、本発明で使用する界面活性剤の一態様として、非イオン性界面活性剤とカチオン
性界面活性剤との組み合わせが挙げられる。非イオン性界面活性剤とカチオン性界面活性
剤を併用する場合には、優れた防汚効果と共に、カチオン性界面活性剤による除菌効果も
奏させることも可能になる。非イオン性界面活性剤とカチオン性界面活性剤とを組み合わ
せて使用する場合、両者の比率については、特に制限されないが、例えば、非イオン性界
面活性剤１００重量部当たり、カチオン性界面活性剤が３０～７０重量部、好ましくは３
５～６５重量部、更に好ましくは４０～６０重量部が挙げられる。
【００３９】
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　本発明の洗浄剤組成物における界面活性剤の濃度については、後述する使用時の濃度を
満たすように適宜設定すればよい。
【００４０】
　例えば、本発明の洗浄剤組成物が、希釈されることなく、そのまま硬質表面に適用され
る態様（以下、「非濃縮タイプ」と表記することもある）である場合には、本発明の洗浄
剤組成物における界面活性剤の濃度として、例えば０．００００１～９９重量％、好まし
くは０．００００２～３０重量％、更に好ましくは０．０００１～１０重量％が挙げられ
る。
【００４１】
　また、例えば、本発明の洗浄剤組成物が、水で希釈された後に硬質表面に適用される態
様（以下、「濃縮タイプ」と表記することもある）である場合には、本発明の洗浄剤組成
物における界面活性剤の濃度は、希釈後の濃度が前記非濃縮タイプにおける界面活性剤の
濃度の範囲になるように、設定される希釈倍率に応じて適宜設定すればよい。本発明の洗
浄剤組成物が濃縮タイプである場合、設定される希釈倍率としては、例えば、１０～１０
０００００倍程度、好ましくは１００～５０００００倍程度、更に好ましくは１０００～
１０００００倍程度が挙げられる。
【００４２】
［イソプレングリコール］
　本発明の洗浄剤組成物は、イソプレングリコールを含む。界面活性剤とイソプレングリ
コールを併用することにより、硬質表面に対して優れた防汚効果を付与させることが可能
になる。
【００４３】
　イソプレングリコールは、化学名が３－メチル－１，３－ブタンジオールである２価ア
ルコールである。
【００４４】
　本発明の洗浄剤組成物におけるイソプレングリコールの濃度としては、非濃縮タイプの
場合であれば、例えば０．００００００１～９９重量％、好ましくは０．００００００２
～３０重量％、更に好ましくは０．０００００１～１０重量％が挙げられる。また、濃縮
タイプの場合であれば、本発明の洗浄剤組成物におけるイソプレングリコールの濃度は、
希釈後の濃度が前記非濃縮タイプにおけるイソプレングリコールの濃度の範囲になるよう
に、設定される希釈倍率に応じて適宜設定すればよい。
【００４５】
　本発明の洗浄剤組成物において、界面活性剤とイソプレングリコールとの比率について
は、特に制限されないが、例えば、界面活性剤の総量１００重量部当たり、イソプレング
リコールが０．００１～５０重量部が挙げられる。硬質表面に対してより一層優れた防汚
効果を付与させるという観点から、界面活性剤の総量１００重量部当たり、イソプレング
リコールが、好ましくは０．０１～１０重量部、更に好ましくは０．０１～５重量部が挙
げられる。
【００４６】
［その他の成分・形態等］
　本発明の洗浄剤組成物は、前記成分以外に、他の添加剤や基剤を含んでいてもよい。こ
のような添加剤や基剤としては、例えば、水、１価低級アルコール、多価アルコール、前
記成分以外の界面活性剤、漂白剤、香料、消臭剤、着色剤、可溶化剤、殺菌剤、キレート
剤、増量剤、溶解性調整剤、充填剤、ｐＨ調整剤、増粘剤、無機系ビルダー、有機系ビル
ダー、酵素等が挙げられる。
【００４７】
　本発明の洗浄剤組成物が非濃縮タイプである場合には、水；メタノール、エタノール、
プロパノール、イソプロパノール、ブタノール等の炭素数２～５の１価アルコール；エチ
レングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、グリセリン等の多価
アルコール等の水性基剤を配合し、前記各成分が前述する濃度になるように調整すればよ
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い。
【００４８】
　また、本発明の洗浄剤組成物が濃縮タイプである場合には、前述する基材や添加剤を配
合し、設定される希釈倍率に応じて前記各成分の濃度を適宜調整して、液状、液体状、固
体状（粉末状、錠剤状等）、半固形状（ペースト状、ゲル状等）の形状にすればよい。
【００４９】
［洗浄対象］
　本発明の洗浄剤組成物の洗浄対象については、除菌や汚れ除去が求められるものである
ことを限度として特に制限されないが、例えば、トイレ（便器、トイレの床）、浴室、台
所、厨房、排水管、貯水設備（プール、人工池等）等の、水との接触が可能な硬質表面が
挙げられる。これらの中でも、水洗トイレの便器は、糞便が付着し易く、防汚効果が強く
求められているので、本発明の洗浄剤組成物は、水洗トイレの便器用の洗浄剤として好適
である。
【００５０】
［使用方法］
　本発明の洗浄剤組成物を用いて硬質表面を洗浄するには、非濃縮タイプの場合にはその
まま、濃縮タイプの場合には所定の希釈倍率になるように水で希釈して、噴霧、塗布、流
水等によって硬質表面に接触させればよい。また、本発明の洗浄剤組成物を硬質表面に接
触させる際には、必要に応じてブラシでブラッシングを行ってもよい。
【００５１】
　また、本発明の洗浄剤組成物がトイレ便器用の洗浄剤の場合であれば、本発明の洗浄剤
組成物を濃縮タイプで提供して、トイレのフラッシュ水で希釈して使用することが好まし
い。このような場合、本発明の洗浄剤組成物は、水洗トイレのオンタンク用、リム部用、
便器表面付着用等として使用することができる。オンタンク用とは、水洗トイレの手洗い
部の上に設置して使用されるものであって、洗浄剤組成物が収容された容器に、手洗い部
に供給された洗浄用のフラッシュ水と接触することにより、当該洗浄剤組成物が容器から
流出され、洗浄剤組成物が溶け込んだフラッシュ水が便器内に放出されることによって、
便器表面が洗浄される。また、リム部用では、水洗トイレのリム部に取り付けられて使用
され、洗浄剤組成物が収容された容器に、便器に放出されるフラッシュ水が接触すること
により、当該洗浄剤組成物が容器から流出され、洗浄剤組成物が溶け込んだフラッシュ水
が便器内に放出されることによって、便器表面が洗浄される。便器表面付着用では、ゲル
状や固形状にした本発明の洗浄剤組成物を便器表面に直接付着させておき、フラッシュ時
に便器表面でフラッシュ水と接触し、洗浄剤組成物がフラッシュ水中に溶出することによ
って、便器表面が洗浄される。
【００５２】
　本発明の洗浄剤組成物の１回当たりの使用量については、洗浄対象となる硬質表面の種
類や、硬質表面に接触させる方法等に応じて適宜設定すればよいが、例えば、トイレ便器
用洗浄剤の場合であれば、１回当たりの使用量として、界面活性剤とイソプレングリコー
ルの総量が１～３００ｍｇ程度となる量が挙げられる。
【００５３】
　また、本発明の洗浄剤組成物で洗浄された硬質表面は、洗浄剤組成物でコーティングさ
れた状態になって防汚効果を発現できるが、時間経過と共に徐々に硬質表面から洗浄剤組
成物が離脱していくので、防汚効果を持続的に維持させるには、例えば、１～８週間程度
に１回の頻度で本発明の洗浄剤組成物を使用して洗浄を行うことが望ましい。また、本発
明の洗浄剤組成物がトイレ便器用洗浄剤であってフラッシュ水に希釈して使用する態様の
場合には、トイレの使用の度に本発明の洗浄剤組成物がトイレ便器表面にコーティングさ
れた状態になるので、防汚効果を持続させることができる。
【００５４】
２．硬質表面用コーティング剤・硬質表面の防汚コーティング方法
　前述の通り、界面活性剤及びイソプレングリコールを含む洗浄剤組成物で洗浄された硬
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質表面は、当該洗浄剤組成物でコーティングされた状態になって防汚効果を発現できる。
従って、本発明は、更に、界面活性剤及びイソプレングリコールを含む硬質表面用のコー
ティング剤を提供する。また、本発明は、界面活性剤及びイソプレングリコールを含むコ
ーティング剤を硬質表面に接触させる、硬質表面の防汚コーティング方法を提供する。
【００５５】
　当該硬質表面用コーティング剤、及び硬質表面の防汚コーティング方法において、使用
する成分、濃度、使用対象、使用方法等については、前記「１．洗浄剤組成物」の欄に記
載の通りである。
【実施例】
【００５６】
　以下、実施例を挙げて、本発明を説明するが、本発明はこれらの実施例に限定されるも
のではない。
【００５７】
試験例１
　先ず、以下に示す試験液を準備した。
ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル含有液：ポリオキシエチレン
ポリオキシアルキレンアルキルエーテル含量は１００重量％、一般式(1)において、Ｒ1が
炭素数１０の直鎖状アルキル基、ｎが１７程度、ｍが３程度であるものを使用した。
ジデシルジメチルアンモニウムメチルサルフェート含有液：ジデシルジメチルアンモニウ
ムメチルサルフェート含量は８０重量％であるものを使用した。
イソプレングリコール含有液：イソプレングリコール９９重量％含有液を使用した。
ポリオキシエチレンステアリルエーテル含有液：商品名「ブラウノンＳＲ－７２０」（青
木油脂工業株式会社）
ポリオキシエチレンソルビタントリオレエート含有液：商品名「ブラウノンＯＴ－３２０
」（青木油脂工業株式会社）
ポリオキシエチレン合成アルコールエーテル含有液：商品名「ファインサーフＮＥ－５０
」（青木油脂工業株式会社）
プロピレングリコールモノリシノレート含有液：商品名「ＰＧＭＲ」（伊藤製油株式会社
）
アクリルポリマー含有液：アクリルポリマー６０重量％含有液、商品名「ポリフローＫＬ
－８５０」（共栄社化学株式会社）
両新媒性オリゴマー含有液：両新媒性オリゴマー１４重量％含有液、商品名「ポリフロー
ＫＬ－９００」（共栄社化学株式会社）
【００５８】
　表１及び２に示す組成の洗浄剤組成物を蒸留水で１４ｐｐｍに希釈し、防汚効果を評価
した。具体的な試験方法は、以下の通りである。先ず、衛生陶器のカットタイル（ＫＹタ
イルＰ４－１００、日本テストパネル株式会社製、１０９ｍｍ×１０９ｍｍ、厚み０．５
ｃｍ）をアセトンで洗浄した後に、蒸留水で洗浄し、自然乾燥を行った。乾燥後のカット
タイルを洗浄剤組成物の希釈液５００ｍｌ中に１０秒間浸漬させた後に自然乾燥を行った
。この操作（浸漬及び自然乾燥）を合計１５回行った後に、カットタイルを３０°に傾け
て台に固定した。台から１５ｃｍの高さから２０ｇの疑似便（ドライイースト８重量％、
セルロース４重量％、カルボキシメチルセルロース７重量％、油４重量％、ケルコゲル０
．６重量％、乳酸カルシウム０．０４％、及び水７６．３６重量％の混合物）を、固定し
ているカットタイルの上に落下させ、３０秒間静置した。次いで、疑似便が付着している
カットタイルの上側から３Ｌの水道水を５秒間かけて流水させた後に、疑似便の残存の有
無を目視にて確認し、以下の判定基準に従って防汚効果を評価した。
＜防汚効果の判定基準＞
　○：カットタイル表面の疑似便が目視では確認できない。
　×：カットタイル表面の疑似便が目視で確認できる。
【００５９】
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　得られた結果を表１及び２に示す。界面活性剤単独では、防汚効果は認められなかった
が（比較例１及び７）、界面活性剤とイソプレングリコールを併用した場合には防汚効果
が認められた（実施例１及び２）。また、界面活性剤と他の親水性化合物を併用した場合
には、防汚効果は認められなかった（比較例２～６及び９～１２）。
【００６０】
【表１】

【００６１】



(11) JP 2021-8534 A 2021.1.28

10

20

30

40

【表２】



(12) JP 2021-8534 A 2021.1.28

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｃ０９Ｄ   5/16     (2006.01)           Ｃ０９Ｄ    5/16     　　　　        　　　　　
   Ｃ０９Ｄ   7/20     (2018.01)           Ｃ０９Ｄ    7/20     　　　　        　　　　　
   　　　　                                Ｃ０９Ｋ    3/00     　　　Ｒ        　　　　　

(72)発明者  坂本　光司
            大阪府茨木市豊川一丁目３０番３号　小林製薬株式会社　中央研究所内
Ｆターム(参考) 4H003 AC08  AC23  AE05  BA12  DA05  DA06  EB04  ED02  ED28  FA06 
　　　　 　　  4J038 JA02  JA20  JA27  JB01  KA09  NA05  PB02  PB06  PC02  PC03 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	overflow

